








































































































































計士協会が3月 30 日に「会長通牒平成 23 年第1号　東北地方太平洋沖地震
による災害に関する監査対応について」（以下、「会計士協会通牒」という。）
を発表した。会計士協会通牒は「阪神・淡路大震災に係る災害損失の会計処





























































図表 3　決算短信発表までの日数 : 記述統計
まず、本決算の平均値を見ると、大震災発生年（2011 年）は 38.92 日、前年

























































図表 5　発表企業 vs. 非発表企業
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約5ヶ月間に及ぶ調査期間の中で、最も多くの企業が発表しているのは第




続いて第2週（3月 20 日～3月 26 日）に入ると、発表企業の割合は
10.15% まで低下する。震災発生後 10 日程度が経過し、被害の概要が徐々に明
らかになる中、とくに甚大な被害を受けた企業や、投資者に対するディスク
ロージャーに積極的な企業等が発表し続けたと見られる。
この後、発表企業の割合は5月中旬頃（第 9-10 週）まで 10% 前後で推移し





れる。すなわち、5月下旬～7月中旬（第 11-18 週）には発表企業の割合は 0.5%



























































































































No. 日　付 発表媒体 タイトル 内　容
[1] 2011年3 月11日 •HP: お知らせ
本日発生の地震の影響につい
て （A） 被害または復旧
[2] 3 月14日 •HP: お知らせ 地震の影響について（第2報）（A） 被害または復旧
[3] 3 月22日 •HP: お知らせ「NEW クレラップ」の当面の出荷について （A） 被害または復旧
[4] 3 月28日 •HP: お知らせ•適時開示
東北地方太平洋沖地震による
影響について（第3報） （A） 被害または復旧
[5] 3 月31日 •HP: お知らせ•適時開示
東北地方太平洋沖地震による
影響について（第4報） （A） 被害または復旧
[6] 4 月20日 •HP: お知らせ•適時開示
いわき事業所の稼動再開の見
通し（変更）について （A） 被害または復旧





[8] 5 月 9 日 •HP: お知らせ いわき事業所の稼動再開状況について （A） 被害または復旧
[9] 5 月12日 •HP: IR•適時開示 2011 年3月期決算短信
（B） 災害損失および
業績予想









































































































まず、3月 11 日の震災に起因する災害損失を 2011 年3月期決算に、次に
















































































（1） なお東証の集計によれば、3月 12 日（土）に 51 件、13 日（日）に 39 件、
翌週の最終営業日にあたる 18 日（金）までには延べ 1,265 件の被災状況に
関する情報が発表された（静・小沼、2011、14 頁）。










について」、2011 年3月 18 日）。
（4） 東証による定時株主総会に関する調査（「平成 23 年3月期決算会社の定時


























The actual situation of disclosure in the 




was  analyzed  quantitatively,  and  case  studies  targeted  at  disaster-affected 





information,  including the estimation of  losses due to  the disaster and their 
revised  earnings  forecasts,  while  preparing  for  the  announcement  of  their 
brief financial results. The results of the analysis of listed companies indicate 





required to disclose timely and reliable  information.  I hope that  the  lessons 
from the Great East Japan Earthquake will be utilized not only by disaster-
affected companies, but also broadly by all Japanese enterprises. 
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